





































〔皿〕 おわ りに(以上,本 号)
(承前)
これ までに,ま ず,固 定 フ ォン ド会計を組織す るための前提条件 であ る固定
フォン ドの概念,評 価 と価額,分 類 を考察 し,つ いで,固 定 フ ォン ドの取得,
減価償却 控除 と磨滅,修 繕 と近代化,除 却お よび廃棄等の会計処理 を解明 して
きた。以下,固 定 フ ォソ ド会計を よ り正確 に組織す るた めにある分析計算 と総
合計算,固 定 フ ォン ドの棚卸 と報告書 につ いて考察 してい くことにしたい。
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〔冊〕 固定フォン ドの分析計算と総合計算
まず,ソ ビエ ト会計実務に ある固定 フ ォン ドの分析計算 と総 合計算 について
にラ
み よ う。
UtI固定 フ ォン ドの分析計算
固定 フ ォン ドを個別に管理 して詳細 な計算をす る「分析計算」《aHaavaTMgeCKidi
ygeT》は,す でにみた棚卸 力■一■ドに よって原則 として実施 され る。資料②参照。
使 用す る棚卸 カー ドは固定 フ ォン ドの種類別 に規定 され ている。例 えば,建 物
と構築物に対 しては形式No.OC-6,機械,設 備,器 具,生 産用備品 お よび事
務用備品に対 しては形式No.OC-7,動物 と多年 生樹 木に対 して は 形式No.
OC-8,グ ルー プ計算で把握 され る固定 フ ォン ドに対 しては形 式No.OC-9
のそれぞれ の棚卸 カー ドで もって分析 計算が実施 され る。 これ ら の カ ー ドは
「固定 資産 分 析 計 算 カ ー ド箱」《KapTpTeKaaHanMTIIqecKqroyqeTaocHoBHblx
ゆ
cpeACTB》で分類整理 され る。 資料⑯を参照 。 棚卸客体を多量に も ってい る企
業 では,二 つの カー ド箱がつ くられ る。一つは生産的使途 の固定 フォソ ドのカ
ー ド箱で あ り,も う一つ は非生産的使途 の固定 フ ォン ドの カー ド箱である。 カ
ー ド箱 では各棚卸 カ ー ドは,.国民経済部門別(工業,農 業等),固 定 フ ォン ドの
種類別(建物,構築物等),客体 の存在場所別(第1職場,第2職 場等),そして棚卸
番号別 に,そ れ ぞれ配 置 され る。生産的使途 の固定 フ ォン ドの カー ド箱には,
例 えば工業企業 であ る な ら ば,「工業」部門に関係す るすべての固定 フォン ド
の棚卸 カー ドが配 列 され,そ の他 の棚卸 カー ドは配列 され ない。非生産 的使途
の固定 フ ォン ドの カー ド箱 には,非 生産的使途 の固定 フ ォソ ドとその他 の部門
(例えば,工業企業で副業として農業経営をしているならば 「農業」部門)の 固 定 フ ォ
ン ドの棚卸 カー ドが配列 される。
1ヵ月間の うちに,受 領,除 却 お よび移転 した客体 の棚卸 カー ドは特別の網
のカー ド箱にいれ られ るも月末には,こ れ らの棚卸 カー ドは減価償却 を計算す
るため に利用 され,そ の後,カ ー ド箱 の特定箇所 に移 され る。大修繕を うける


























第1職場 II保 健一.工場管理部 ～ 形式N6.OC-12『保健グループの固定資産
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8月70 4198 5,6002年 6% 330一 一 一 14 14 14 14 14
2,400×6×2年一288























































4月 6% 240 一 一 20 20 20 20 20 20 20.





















1生 産発展基金によって獲得した固定資産 一 12 12 12 26 26 26 26
2ゴ スバンクの借入金によって獲得 した固定資産 10 10 30 30 30 30 30 30
3ソ 連邦閣僚会識決定で活動停止 となった固定資産 70 70 70 70 70 70 70 70
4植 樹 15 15 15 15 15 15 15 15
5企 業の科学調査爽験のための固定資産 ユ3 13 13 13 13 13 13 13





(335)ソ ビエ トにおける固定資産の会計処理 と手続(2)5
の棚卸 カー ドも,カ ー ド箱の特定箇所 に移 されて保管 され る。
フォン ド使用料が免 除され る客体 の棚 卸 カ ー ドに は,客 体 の名称,稼 動場
所,取 得価額,フ ォン ド使用 料免除理 由,フ ォン ド使用料免除解除 日が記入 さ
れ て,特 別の網 のカー ド箱に保管 され る。それに よって,フ ォン ド使用料免除
額が計算 され る。 フ ォン ド使用料免除期 間が満了にな った客体 の棚 卸 カ ー ド
は,こ の特別 の網の カー ド箱か ら抜 き取 られ る。
会計業 務を手労働で実施 している企業 においては,フ ォン ド使用 が免除 され
ゆ
る客体 に対 して特定 の一覧表 が作成 され る。資料 ⑯を参照。 この一覧表 でフ ォ
ン ド使用料 免除額が計算 され る。生産発展基金に よって獲得 した固定 フォン ド
については2年 間,ゴ スバソ クか らの借入金に よって獲得 した固定 フォン ドに
ついては元金 返済 まで,そ れ ぞれ使用料が免除 され るので,一 覧表 もこうした
免除理 由別 にそれ ぞれ別個 に作成 され る。一 覧表には,客 体 の取得 日,棚 卸番
号,名 称,存 在場所,取 得価額,支 払 免除満期 日,免 除金 額(月額)等が記録 さ
れ る。 この一 覧表 に もとつ いて,フ ォン ド使用料が免除 され る固定 フォン ドの
種類別 の企業全体 の総合一覧表 も作成 され る。資料⑩を参照。
会計書類を手労働で処理 している企業 では,固 定 フ ォソ ドの取得,(老朽,磨
滅,天災による)除却 についての棚卸 カー ドの資料,ま た,計 算 された減価償却
と大修繕 の資料 に も とつ い て,「固定資産 動態 会計 カー ド」《KaPToqKayqeTa
・lkBli>KeHvaflocHoBHblxcPeAcTB》(形式N・.OC-12)が作 成 され る。 資料 ⑰を参
くゐ
照。 この カー ドに よって,記 入された上記のそれ ぞれ の月次資料が合計 されて
年間 の総合計が算出 され る。 カー ドは固定 フォン ドの分類 グループ(種類)別に
作 られ,一 ヵ所 に集 め られ,当 該 グル ープの棚卸 カー ドとな り,カ ー ド箱にお
さめ られ る。
棚卸 カー ドと固定資産動態 会計 カー ドの合計資料は,固 定 フ ォン ドを全体 と
して管理 して総括的な計算 を す る 「総合計算」《CHHTeTHqeCK揃y・leT》の資料
　
と照合 され る。
⑧ 固定 フ ォン ドの総合計算






























十,一 金 額' 十,一 金 額
























2月 正,768,0002,0008,0006,300 十72 3,352十108 5,028 一
3月 1,762,00046∫000 一80 3,272一120 4,9081β20
第1四半期


































内 訳 大 修 繕




更 新 用 大 修 繕 用
















第4四半期合 計 × 47,000 3,500 2,600 10・513 14614 1,115
総 計 × 173,10014,10010,100 39,200 59,12010,015





























































受 領 ・譲 渡
証 書No.237 9,000～ 同上No.231 20,000
廃 棄




証 書No.114 同上No。233 1004,000


































2 領証 書No.2322,000 販売した固定資
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6),予備部 品(Noβ),小額 ・迅 速
消 耗 物 品(N砿2)
基 本生 産(No.2旬,











No』5 No』8 No.一 No.一 No.一 .No.一
分析計算の
項目番号














288 × × 20
× × 671 28
× × 19
7,000 21
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ジ ャー ナ ル ・オ ー ダ ー簿 記形 態 に よ る会 計 が 実 施 され て い る場 合 に は,ジ ャ ・ー
ナ ル ・オ ー ダ ーNo.13,調 査 書No.6お よび ジ ャーナ ル ・オ ー ダ ーNo.10
と10/1によ って お こな わ れ る 。 「ジ ャー ナ ル ・オ ー ダーNo.13」 《》KyPHan一
くゆ
OPAepNo.13》では一一es料⑱ を参照一,「固定資産(フォン ド)勘定」,「固定資産
(フォン ド)の磨滅勘定」,「定 款基 金勘定J,「固定 ブォソ ドのため の協 同組合組
織 との決済勘定」 の貸方取 引が記入 され る。 これ らの勘 定 の取 引額を ジ ャーナ
ル ・オ 一ーダーNo.13で計算す る ことに よって,固 定 フ ォン ドの動態,磨 滅 額
お よび定款基金 の大 きさの変化 を明らか にす る こ とが で き る。 ジ ャーナル ・
オー ダーNo.13の記入を 通 し て,「定 款基金勘 定」の貸方 に よって 「固定 資
産(フォン ド)勘定」 と 「固定 資産(フォン ド)の磨滅 勘定 」の借方取引が明 らかに
なる。
ジャーナル ・オ ーダーNo.13に よって,固 定 フォン ドの動態 に関す るすべ
ての取引の計算が集約 され る。 この ジ ャーナル ・オー ダーへの記 入は,固 定 フ
ォソ ドの 「受領 ・譲渡証書 」や 「廃棄証書」等を もとに して お こな わ れ る。
「固定 資産(フォン ド)の磨滅勘定」 につ いての記 入は,減 価償却計算 の資料,取
得 した 固定 フ ォソ ドと除却 した 固定 フォン ドの磨 滅の資料を もとにしてお こな
われ る。.
「調査表No.6」《Pa3pa60ToqHa"Ta6刀胆a》 は,資 料 ⑥で しめした よ うに,
固定 フ ォン ドの月次減価 償却 額 を計算す るため に利用 され る。減 価償却額は企
業全体 につ いて も,ま た 固定 フ ォン ドの稼動場所(職場,経 営)別に も 算 定 され
る。
ジ ャーナ ル ・オーダ三No・10と10/1には・ 算定 された減価償却 費を生産
費噂 入する取引と調 定つ ンぽ 対し挟 施訊 完嘩 みた大修繰 の記
帳 取 引 とが記 入 され る。
固定 フ ォン ドの更 新 用 減 価 償 却 控 除 額 を ス トロ イバ ン クに,大 修 繕 用 減 価償
却 控 除 額 を ゴスバ ン クに,そ れ ぞ れ 振 込 む 取 引 を 記 入す るた め に,企 業 は特 定
の ジ ャ 一ーナ ル ・オ ー ダ ー(No.2,3,4,6)を利 用 す る。
《1)X.A.Pa6HHoBug,YgeTocHoBHHxΦoHAoB.1975,cTp.50・-v53.




(5)時 に は,t企 業 は 省 と官 庁 の 許 可 を え て 帳 簿(形 式No.OC-11)で 固 定 フ ォ ン ドの 分 析 計 算 を




つ ぎに,ソ ビエ ト会計実務にあ る固定 フ ォン ドの棚卸につい てみ よ う。
固定 フ ォン ドは存在場所(職場,経営等)別に実地棚卸がな され て点検 され る。
固定 フ ォ ン ドの 「棚卸」《HHBeHTaPH3aU朋》は 「棚卸に関す る基本 規程」 に
従 って年1回11月1目 までに規定 の方法 ですべての企業にお いて実施 され る。
棚卸 の実施に よってえられた資料は年度報告書 の作成に さい して利用 され る。
ソ連邦 と加盟共和 国の省 と官庁 の実 務を軽減す るために,建 物,構 築 物お よ
びその他 の不動産 につ い て は,企 業は毎年 ではな く2～3年に1回 の棚卸 を し
て もよい ことにな ってい る。企業長 と会計課長 は正確 でしか も適時な棚卸 の実
施に対 してそれぞれ責任を もつ。中央集中的会計部課 と呼ばれてい る企業外部
にあ る会計 センターに会計業務 を委任 してい る企業 では,企 業 の会計課の棚卸
についてのすべての機能はその会計 センターに委託す る。
棚卸 は会計課 と企業 の従業員 とか らな る委員会 に よって実 施 され る。委 員会
の活動を企 業長あ るいは副企業長が指導す る。委員会 の メンバ ー,棚 卸方法,
棚卸開始 日,棚 卸終 了 日は企業長 の指示に従 う。
棚卸は月 の1日 の時点で普通実施 され る。棚卸 の開始にあた って,棚 卸 カー
ド,棚卸帳 簿,棚 卸表,カ ー ド箱,ま た,技 術文書(パスポー ト)等が整理 され,
賃貸借固定 フ ォン ドの文書,保 存中の固定 フォソ ドの文書)一 時的 に利用 して
い る固定 フ ォン ドの文書等の存在が点検 され る。 もし文書がみ あた らない場合
には,請 求 した り,新 たに作成 された りす る。そ のほかに,固 定 フ ォソ ドの種
類別 と技 術 ・生産的使途 別の分類が正確 であ るのか ど うか,棚 卸客体 の会計記
帳が正確 であ るのか どうか,が 決定 され る。技術文書の記録 と会計記帳 とが不
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正確 であ ることを発見 したな らば,訂 正を求め る。毎年実施 され る棚卸 のさい
には,客 体 の技術的 ・道徳的磨 滅は決定 されず,記 帳 され ない。
棚卸過程 で必要 な資料 を欠如 してい る客体 が発見 され たな らば,必 要 な資料
は記帳 され る。 また新たに発見 され た客体,あ るいはい まだ登録 され ていなか
った客体が発見 された ときには,そ の客体は現行 の 「定価表」《rlpeロCKypaHT》
の価格で評価 され,客 体 の磨滅 は この時点 の客体 の技術状態 に従 って決定 され
る。新たに発見 され て これ までに登録 され ていなか った客体 を どこに所属 させ
るか,ま た その登録費用を どのよ うに処理 す るか,は 棚卸委 員会に よって決定
され,そ の結果 は企業長 に報告 され る。
固定 フ ォン ドは その使途別に記帳 されてい るが,も し も客体が再建 された り










1974年11月1日 機 械 職 場 長 ベ ー ・カ ー ・バ ラ ノ フ
1975年11月1日 機 械 職 場 長 ベ ー ・カー ・バ ラ ノ フ
記 帳
1974年10月25日1975年 ユ0月25日 19年 月 目
受 入No、112受 入No.98 受入No.
払 出No.97払 出No.63 払出Nα
責 任 者
機 械 職 場 長 機 械 職 場 長 役職
ノミ ラ ノ フ バ ラ ノ ブ 氏名
1974年10月20日付No.1711975年10月19日 付No.169 19 年 月 日付No.

















主 要 特 徴 帳 簿 上 実 際 上
除 却
記 帳
帳 簿 上 実 際 上
除 却
記 帳数 量 価 額 数 司 価 額 ・ 数 量 価 額 数 量 価 額
1 4323らせん状旋盤機 1949
皿 機 械 と 設 備
重 量4ト ン
.
1 2,850 1 2,850 い 2β50 1 2,850
2 4326輻射状穿孔機 1962重量3ト ン,穿孔直径150mm 1 2,400 1 2,400 1 a400 1 2,400
1 8001 机 1969
頂 事 務 用 備 品
あら削,引出2
つ 1 90 1 90 1 90 1 90
2 8002 書 柵 1968松 材 の も の 1 80 1 80 1 80 1 80
3 8003椅 子 1968軟 式 の も の 1 70 1 70 1 70 1 70
4 8004カ 、 一 テ ン 1970 ビロー ドのもの 1 80 1 80 1 80 {
.
一
5 8005 物 掛 金 属 製 一 一 一 一 一 一 1 65
6 8006書 柵 1963 松 材 の も の 1 60 2506








































機 械 長 エ ン ・カ ー ・イ サ エ フ サ イ ン
技 師 ア ー ・イ ー ・グ リ ゴ レ フ サ イ ン
会 計 ア ー ・エ ン ・ズ イ ミナ サ イ ン
ア ー ・エ ン ハ フ ノ7サ イ ン
　
会計課 オル フスカヤ サ イソ
1974年11月3H
が生 じた とき,そ の客体 は新 しい質 の客体 として記帳 され なければ ならな い場
合 があ る。 また,再 建,拡 張,再 装備 の活動が投資財源に よっ て実 施 きれ た
り,あ るいは建物や構築物 の一部分(客体の個々の構成要素)が部分的 に除却 され
資料⑳
関 連 勘 定 取 引 記 録取引
番号
経 済 取 引 の 内 容 金 額 証 愚 書(元 書)





















64 簿記記帳 84 85 13 一
4 固定資産不足分の残存価額を責
任者に関連させる 64・ 簿記記帳 75 84 10/1 一
`
5 不足分の債務を補償する 器 現金受取書 ;8 幕 § {
6 固定資産過剰分の価額を再調達価額で借記する 65
棚卸委員会
の議事録 01 85 13





10 膿轟会 008 一 一 一
5a 不足分の債務を補償する 10 現金受取書 一 008 一 一
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勘定No.01































た りす るが,こ れ らの取引が簿記 上適切 に反映 され ていない場合があ る。 こ う
した場合 の事実 を棚卸委員 会が発見 した ときには,客 体 の使途 の変更,客 体 の
価額の増 加,客 体 の取得価額 の減 少を決定 し,こ れ らの訂正 した資料を記帳す
る。
棚卸過程で,固 定 フ ォン ドの過 不足が発見 された ときには,棚 卸委員 会は管
理責任老に対 して書面に よる説明を要求す る。 この説明に もとついて,過 不足
の内容が明 らかにされた のち,棚 卸 に よる資料 と計算上 の資料 との差額 が調整
され る。固定 フ ォン ドの過剰分 はその内容や原因 に関係な く借 記 され る。固定
フォン ドであ るに もかかわ らず,発 見 された個 々の客体 が,小 額 ・迅速 消耗物
品 の客体 の中に誤 って算入 され,流 動資産 として処理 されていたな らば,客 体
は投資計算への記帳 とともに固定 フォソ ドの組成に含め られ る。逆 に,固 定 フ
ォン ドとして処理 され ていた客体 が小額 ・迅速消耗物品の客体 であ った ときに
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は,こ の客体は 「定 款基 金勘定 」を通 して 「固定資産(フォソ ド)勘定」か ら 「小
額 ・迅速 消耗物品勘定」へ移 され る。
固定 フ ォン ドの客体が その管理責任者 の責任 の もとで不足 あ るいは損傷 した
ことが発見 された場合 には,客 体 の取得価額は 「定款基 金勘 定」の借方 と 「固
定資産(フォン ド)勘定 」の貸方 とに それぞれ記帳 され る。 同時に,客 体 の残存
価額(磨滅額を差引いた取得価額)は 「定款i基金勘定」へ貸記 され,「物品 の不足あ
るいは損傷か らの損失勘 定」 へ借記 され る。 そのあ と,不 足あ るいは損傷発 生
の責任をとる個人雛 である 「物的損害撒 決済勘定」の借方に振猷 られ
る。
資 料 ⑲ は棚 卸 に さ い し て 利 用 さ れ る 「財 産 目 録 」 《MHBeHTaPli3aunOHHafi
　 　ハ
OllnCb》(形式No.HHB-1)であ り,資 料 ⑳は棚 卸 結果 の 会 計 処理 で あ る。
資料⑳
認 場 ・__.　 　 ⇒
固定 フォン ドの棚卸結果
197×年10月20日 の指令で責任部署の固定 フ ォン ドの実際在高 の棚卸を実施した。
機械職場長 べ一 ・カー ・バラノフ




棚 卸 番 号




主 要 特 徴 (過剰又は不足)








金 属 製 卜/65
不 足






工匡幽 虹 工 旦.議 事 録 承 認
197×年11月1日 現在の固定資産棚卸結果を討議した,副工場長 アー・ 工場長
イー ・キ リロフ,工 場機械長エン ・カ ー ・イ サ コフ,工 場会 計課長
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棚卸 委 員 会 は 「照合 一 覧 表」 《C"uqliTeAbftaStBeAoMocTb》(形式N ・MHB--18)












最後に,固 定 フ ォン ドの報告書につ いての ソビエ ト会計実務を考察 し よう。
国民経済部門別 と種類別 に よる企業 の固定 フ ォン ドの動態 につ いての資料,
固定 フ ォン ドの減価償却基金 と磨滅 につ いての資料,固 定 フ ォン ドの使用料算
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定 につ いての資料は,定 期会計報告 書 と定期統計報告書,年 度会 計報告書 と年
度統計報告書に よって総括 され る。簿記バ ラソスにおいては,会 計期間 の期首
と期末 におけ る固定 フ ォン ドの取得価額,磨 滅額 お よび大修繕 の資金 と財源に
つ いての諸資料が表示 され る。
工業企業 の基本活動に関す る四半期 バランスの付録 に も,固 定 フ ォン ド会計
め 資料が表示 され る。例 えぽ,未 償却 固定 フ ォン ドの廃棄か らの損 失について
の資料は付録 の第 董部 で,生 産 的固定 フォン ドの使用料 の国庫 への納入 の資料
'は第 正部で,減 価償却基金 の動態についての資料は第W部 で,工 業用生産的固
定 フォン ドと工業以外 のそ の他 の部分 の生産的固定 フ ォン ドの価額 の資料,非
償却 資産 の資料,過 剰設備の資料等は第皿部 で,そ れぞれ表示 され る。
企 業バ ラ ン ス と 「年度報告書」《「onloBaHOTqeTHOCTb》には固定 フ ォソ ド会
計 の詳細な資料 が表示 され る。 それ によって,会 計期 問中 にお きた固定 フォン
;ドのすべ ての変化を知 ることが できる。
固定 フ ォン ドの変化に ともな う定款基金 の変化は,年 度報告書 の 「定 款基金
の動態 」《丑BH》Ke朋eyCTaBHOrOΦOHAa》(形式No.3)の部 で表示 され る。 資料 ⑳
　
を参照。形式No.3に おいては,第1部 で 固定 フ ォソ ドと流 動資 産 の増大に
よる定款基 金の変化 が,第 巫部で固定 フ ォン ドと流動資産 の減少 に よる定款基
金の変化が,そ れぞれ表示 され る。第1部 のa)では,定 款基金 の増大 となる諸
資料,例 えぽ,会 計期間中に稼動 にはい った基本建設客体 の価額 の資料,よ り
的確に評価 され なお された ことに よって増加 した客体価額 の資料,上 級機関 の
指示 に よって無償で併合 した固定 ラ ォン ドの資料,棚 卸 に よって発見 され てこ
れ までに計上 されていなか った ところの客体 の資料等が表示 され る。 第 亙部の
a)では,定 款基金 の減少 とな る諸資料,例 えば,固 定 フォン ドの消却 の資料,
固定 フ ォン ドの組成に誤?て 算入 され ていた小額 ・迅速消耗物品 の資料,よ り
的確に評価 され なお された ことに よって減少 した客体価額 の資料 等が表示 され
る。そ こには また,廃 棄 された固定 フ ォン ドの残存価額 と磨滅 額 も表 示 され
る。廃棄 された固定 フ ォソ ドの分解 か ら生 じた資材 の価額等 は定款基金 の うち
























































未償却固定資産(フォソド)の廃棄結果 330 4 過剰な固定資産(フォンド)の販売からの売上金(廃棄にと
もなう費用を差引いたもの) 6406
1のb)の合計 370 27 その他1…142
1の合計(番号170十番号370) 380 その内訳: 『
正の ・)の合計167・148
∬の合計(蹄 …+翻67・)1・8・1・・8
レ ・一 ナ ・い オ ー ダ'一・N…3
定款基金勘定(勘定No.85)
の分析資料表


































































工業用生産的固定資産(フォンド)0203,496328 306 22 78 12 29 3,7463,659
021
その うち,伝 達 装 置,機 械 と
設 備,器 具;生 産 用備 品,事
務 用備 品,そ の他 の固定 フォ







050 97 97 95
そのうち,住宅経営の資産
(フオンド) 06024 24 23
069
番号 前年度' 当年度
総固定資産(フォンド)の年平均価額 >070 3,502 3,612
内 訳:
工業用生産的岡定資産(フォンド) 080 3,0943,573
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1,208 建設 内 訳: 240
鵬 築物 120 65 65 農業 250
lll伝達装置
商業と公共食堂 260
130 74 87 調達組織 270'
N機械と設備 1402,0712,291 271
そのうち
動力機と設備 150 123 153
作業機と設備 1601,7591,918
◎ 総 非生産 的固定 資産 ・'(
フオン ド) 280 97 97
綻 と調整の器具と装置
および実験設備 170 165 186
内 訳:
住宅経営 290 24 24
計算機 180 24' 34 公共経営と住民生活サービス300
醐式の㈱ と設麟 教育 310190 735 817 文化と芸術 320 35 35
y運送乎段
、
200 40 46 保健と社会保障 330 38 38
旨～皿ピ酬 瀟 蓼卵1。ド 210 38 49 331













工業用生産 的1胡定資産(フオン ド) 350 166 117 95
内訳: 建 物' 351
機械と設備 352 39 59 五〇
{也醐 の生産的畦 鯖(フ オンド) 360
、.非生産的固定 資産(フォン ド) 370 2 4






固 定 資 産
(フオンド)
の更新用




減価償却控除の総額 1晶 。・11き61、 …,





















工 業企 業 にお け る固定 フ ォソ ド会 計 の重 要 資 料 は,年 度報 告 書 の 「固定 資産
(フォン ド)と減 価 償 却基 金 の在 高 と動 態 に 関 す る 報 告 」 《OTqeTOHallxqnilH
llBM>KeHrmocHoBHblxcpe八cTB(ΦoHAoB,HaMopTH3a胆oHHoroΦoH双a》(形式
　














鵠 全体の大修願 用1 570 102 99
内 訳:建物
と構築物の大修繕費用 58・1 50 49











企 業 長 ウシヤコウ
会計課長 テ レ シ コ
197×年1月12日
←




で,企 業 の全固定 フ ォン ドについての期首在高,当 期受入高(新客体の取得と他
企業からの無償の受領),当 期除却高(客体の廃棄と他企業への無償の譲渡),期 末在
高,期 末残存価額 のそれぞれ の資料が表示 され る。 これ らと同 じ資料は,伝 達
装置,機 械 と設備,運 送手段等に分類 された工業用生産的固定 フォン ドについ
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て も,ま た工業以外の他部門の生産 的固定 フォン ド,住 宅経営 の非生産的固定
フ ォン ド等について も,そ れぞれ表示 され る。
上記 の資料 の うち,固 定 フォン ドの期首在 高 と期 末在高 の資料は,簿 記 バ ラ
ンス上 の固定 フォン ド価額 の資料 と一致 しなければ ならないし,固 定 フ ォン ド
の当期受入高 と当期除却 高の資料 は,定 款基金 の動態 の報告(形式No.3)の資
料 と一致 しなけれ ばな らない。第1部 には,当 期会計期間 の固定 フ ォン ドの年
平均価額 が前年度会 計期 間 のそれ と対比 され て表示 され る。前年度 会計期間の
固定 フォン ドの年平均 価額 は,前 年度の年度報告書か らの資料であ る。
形式No.11の第1部 においては,ま ず,固 定 フォン ドの期首在高 と期末在高
が,工 業用生産的固定 フ ォン ド,他 部門 の生産的 固定 ブォン ドお よび非生産的
固定 フォン ドにつ いて,そ れぞれ個別に詳細に表示 され る。 ついで,減 価償却
の計算 を しない固定 フォン ドの資料が表 示 され る。 さらに,計 算 された更新用
と大修繕用 の減価償却 控除 の実 際額 の資料 と,大 修繕費の実際額 の資料 とが,
工業用生産的 固定 フォン ド,他 部 門 の生産的固定 フ ォン ドお よび非生産的固定
フォン ドにつ いて,そ れぞれ個別 に表示 され る。第 ∬部で しめ された資料に よ
って,固 定 フ ォン ドの組成 状態,減 価償却 の度合,大 修繕 費の大 きさ等を知る
ことが でき,そ れ らの資料は経 営分析 のため に利用 され る。
形式Nぴ11の 第1部 と第1部 の記入 に必要 な資料 は,固 定 資産動態会計 カ
ー ド(形式No・OC-12)一資料 ⑰を参 照一 か らの資料 であ る。
形式 .No.11の第 正部 においては,更 新用 と大修繕用 のそれ ぞれの減価償却
基 金の動態 について の詳細 な資料が表示 され る。 これ らの資料は,ま ず,計 算
された減価償 却の実 際額,中 央集 中的基金 の再分配 として上級機関からえた資
金額,そ の他 の財源か らえた資金額等を しめ してお り,さらに これ らの資料は,
完成 した大修繕 と新 設備取得に対 して支 出された減価償却額,中 央集 中的基金
へ振込 んだ減価償却額,銀 行 と国庫へ納 入 した減価償却 額等を しめしてい る。
形式No・11の 第 百部 におい ては,固 定 フ ォン ドの大修繕 と経常修繕 の計画
と実績 とが対比 して表示 され る。大修繕 につ い ては,建 物 と構築物 の大修繕費
と,機 械一式の再建 と設備 の近代化 の大修繕 費 とに区別 されて表示 され る。経
(355)ソ ビエ トにおける固定資産の会計処理と手続(2)25
済 的 方 法 で実 行 され た 大 修 繕 費 も しめ され る。
固 定 フ ォン ドの大 修 繕 計 画 の実 績 につ い て の よ り詳 細 な資料 は,統 計 報 告書
(形式No.5)で表 示 され る。 企業 は,会 計 期 間満 了後15日 以 内 に,こ の 報告 書
を作 成 し,上 級 機 関 と統 計 局 へ送 付 す る。 報 告 書 に は,経 済 的方 法 と請 負的 方
法 で そ れ ぞれ 実 行 され た 大 修 繕 の 総 費 用額 の 資料,工 業 用生 産 的 固 定 フ ォン ド





〔XDお わ り に
以上 これ までに,固 定 フ ォソ ド会計の前 提条件であ る固定 フ ォン ドの概念,
評価 と価額,分 類を まず考察 し,つ いで固定 フ ォン ド会計の重要 な領域 であ る
固定 フ ォン ドの取得,減 価 償却控除 と磨滅額 の算定,修 繕 と近代 化,移 転,除
却 と廃棄 の会計実務を究明 し,最 後に,固 定 フォソ ド会計を的確 に組織 し総括
す るために必要 な条件で ある固定 フ ォソ ドの分析計算 と総合計算,棚 卸,報 告
書をみてきた。 もとよ り,こ れ らの固定 フ ォン ド会計 の実務は,1975年1月
1日以降の ソビエ トにおけ る社 会主義国営工業 で採用 されている会計処理 と手
続の実態 であ る。
これ までの考察か ら次の二 つの事 柄を確 認す る ことがで きよ う。
第1点 は,ソ ビエ ト会計におけ る固定 フォン ド会計の計算構造 の特徴 の一つ
は,固 定 フ ォン ドの主要な会計処理が定款基 会の変動 と密接 に関係 している,
とい うことであ る。定 款基金は社会主義国家が全社会的財源か ら個 々の社会主
義国営企業に付与 した固定資産 と自己流動資産 とか らな り,こ の基金 の変動は
「定款基金勘定」(勘定No.85)で計 算 され,こ の勘定 の借方 は定 款基金 の減少
を,貸 方 はその増 加をそれ ぞれ しめし,残 高は貸方にあらわれ る。そ して定款
ノ
基金は固定資産部分と流動資産部分とに区分されている。固定フォンドの主要
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な会計 処理 と関係す るのは,定 款基金の うちの固定資産部分で ある。例 えば,
固定 フォン ドの取得 の取 引は定款基金 の固定資産 部分 を増加 させ,固 定 フ ォソ
ドの磨滅,除 却,廃 棄 の取引は,定 款基金の固定 資産部分を減少 させ ることに
なる。 しか もこれ らの一連 の会計処理 は,全 社会的規模で統 一 された手続 に従
って実施 されている。 この ことは個 々の社会主義 国営企業におけ る固定 フ ォン
ドの動態 が定款基金を媒介 として,全 社会 の全 国家的 フ ォン ドの動態 と深 く関
連 してい ることをしめ してい る。社 会主義企業におけ る固定 フ ォン ド会計 の計
算構造 には,こ の企業 が生産手段 の社会的所有に立脚 している とい う特質 を端
的に反映 してい るのであ る。
第2点 は,社 会主義企業 で採用 されている固定 フ ォン ド会計を ささえてい る
技術的手段 には,今 日の ソビエ ト会計 の技術的手段であ る田 文書作成 と棚卸,
②評価 と原価計算,(3)勘定 と複式記入,(4)バランス と報告書の諸技術的 手段 が
固定 フ ォン ド会計 の領域 で,よ り具体 的な内容 と形態 とを もってあ らわれ てい
る,と い うことである。 この ことは,例 えば,固 定 フ ォン ドの取得,移 転,除
却,廃 棄 の種 々の文書に よる確 認,実 地棚卸に よる固定 フ ォソ ドの点検,固 定
フ ォン ドの再評価 と三種類 の価額,減 価償却控除費の原価算 入,固 定 フ ォン ド
会計に関係す る多数 の関連勘定 と,そ れ らの勘定へ の複記,固 定 フォン ドの種
々の報告書 とバ ランス等 の一連 の会計処理 と手続 とをみれば,明 白であろ う。
そ して これ ら諸技術的手段 を相互に有機的 に関連 させ て組織 された固定 フォン
ド会計が,社 会主義財産 の保全 と管理 とい うソビエ ト会計 の当初 の課題 を解決
してい るので ある。
以上が,ソ ビエ トの社会主義国営企業における固定 資 産 に 対 す る 「会計 と
統制」 の内容であ る。
